


Ⅲ.申請事業

入力数 184 字

入力数 77 字

Ⅳ.実行団体の募集

Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

伴走支援事業については、平成30年度に「ステップアップサポート事業」として1団体30万円で始めた。令和元年度は、「ふるさと創生ＮＰＯ活動応援事業」として6団体に総額278万円を助成し

た。

令和２年度も「ふるさと創生ＮＰＯ活動応援事業」として６団体を採択（予算額は、３２０万円）したところである。

有 無
有の場合

その詳細

・平成２７年度：提案型助成事業５０万円（１団体）、ＯＡ機器助成事業５０万円（１２団体） ・平成２８年度：基盤強化事業（大分版クラウド事業）３０万円（３団体）、ＯＡ機器助成事業１

２５万円（２４団体） ・平成２９年度：：基盤強化事業（大分版クラウド事業）２４万円（３団体）、ＯＡ機器助成事業１４４万円（２６団体） ・平成３０年度：伴走支援事業３０万円、基盤

強化事業（大分版クラウド事業）３０万円（３団体）、ＯＡ機器助成事業１３７万円（２５団体） ・令和元年度：伴走支援事業２７８万円（６団体）、ＯＡ機器助成事業１１０万円（２０団体）

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予

定も含む）

有の場合

その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）

を受けていない。
無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

①コロナウイルス感染症に係る事業

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む）
有 無

(3)想定されるリスクと管理体制
リモートによる相談を行う等感染防止対策には万全を期すとともに、１団体については、１人担当とするなどの工夫を行う。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

(1)メンバー構成と各メンバーの役割
基金の職員3名に併せて、中間支援を行っているＮＰＯ団体をアドバイザーとして派遣（予定）しそれぞれ担当を決め伴走支援する。

(2)他団体との連携体制
中間支援を行っているＮＰＯ団体と連携する予定。

(3)申請数確保に向けた工夫

当基金のホームページによる募集やＮＰＯ団体所管の県のホームページに登録されている団体への文書による募集を行うことにより確保する。

実態調査は、記名式で実施しており、ＮＰＯ団体ごとのニーズをヒヤリングし掘り起こしを行う。

必要に応じて、第２次募集等を行い新たに生じた又は拡大した支援ニーズの掘り起こしを行う。

(4)予定する審査方法

 (審査スケジュール、審査

構成、留意点等）

本基金で実施している助成金の審査会にならい審査を行うとともに委員についても同じ委員（県、マスコミ、大学、基金職員4名）を想定ている。

８月に審査を行い、必要に応じて第２次募集を行い再度審査を行うことも検討する。

緊急性を考慮し、締切り日から審査会、契約までが最短で行えるようスケージュールを設定する。

新しい生活様式を講じて、それぞれの特徴を生かしたＮＰＯ活動が時代のニーズに合った活動として継続されることにより、誰もが心豊かに暮らせる社会の実現を目指す。

(1)採択予定実行団体数 10 (２) １実行団体当たり助成金額 60万円（事務費含む）

2021年８月

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

実行団体の事業の100％の遂行

それぞれの実行団体の活動に対し目標を設定してもらう

(4)今回の事業実行を通じた目標

実行団体の事業の100％の遂行 進捗状況の把握の際に確認 100%

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

①事前に事業内容についてヒアリングを行い事業計画への実効性と効果について助言・指導を行う

②月に1回程度の進捗状況の把握及び助言指導

③実績報告の提出及び情報公開

2020年7月～8月

毎月

2021年9月

③従来の活動スタイルを変更して行う活動 2020年7月～2021年8月

④新たな困難を抱えた人や地域を支える活動 2020年7月～2021年8月

①コミュニケーションをとるたのＩＴ等を活用した活動 2020年7月～2021年8月

②新しい生活様式を講じて継続して行う活動 2020年7月～2021年8月

(1)申請事業の概要

新型コロナウイルス感染症に伴い休止又は縮小されている地域の課題解決に向けた活動を新しい生活様式などを講じて継続しようとする団体や新型コロナウイルス感染症の影響により新たな困難

を抱えた人や地域に対して解決に向けた活動を行う団体に対して、その取組に対する経費を助成することにより、様々な課題を解決し、誰もが心豊かに暮らせる地域社会の維持と低迷期からの早急

な回復を目指す。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期


